
－ 49 －

京都市における簡易宿所の建物様式と事業特性に関する研究（WANG・吉田）

1．はじめに

近年、経済のグローバル化やシェアリングエコノミー
が発展している。例えば、「観光立国」の国策を掲げて
世界中から観光客を集めている日本では、民泊は、近年

急増する外国人観光客の様々な宿泊ニーズに応え、少子
高齢化の中で増え続ける空き家を有効活用して地域コ
ミュニティを活性化している（国土交通省，2018）。京
都市における観光が好調のため、旅館業法に基づく営業
許可を受けた簡易宿所営業の宿泊施設がこの数年で急
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増した。その中には、京町家を改修した一棟貸し施設も
増加していた（京都新聞，2018a）。簡易宿所が急増する
ことにより、地価上昇などのことが発生していた（京都
新聞，2018b）。しかし 2020 年には COVID-19 流行の影
響により、それを売却や賃貸への転用するケースが増加
している（京都新聞，2021a）。

現在、簡易宿所に関する研究は地域に与える影響、経
営と立地の特徴について多く議論されているが、簡易宿
所を類型化した実態調査が少ない。次の章で説明するよ
うに、建物様式別の簡易宿所が地域に与える影響が異な
り、また COVID-19 の流行により、簡易宿所の廃業後
空き家が増える可能性があるため、建物様式別に分類し
た上で簡易宿所の特徴と事業の方向性を考察する必要
がある。以下第 2 章で、簡易宿所に関する研究を整理し、
第 3 章で調査対象と手順を示し、第 4 章はアンケート調
査結果、第 5 章は簡易宿所と各特徴との関連性について
の統計的検定、第 6 章はまとめを行う。

2．先行研究と本研究の位置付け

近年、京都市における民泊が急増していた。日常で使
用している言葉は「民泊」と「ゲストハウス」が多かっ
たが（加登，2020）、合法的な民泊と違法的な民泊を区
別するためには、民泊に関する制度を整理する必要があ
る。国土交通省大臣官房広報課（2018）により、民泊は
法律上には明確な定義はないが、「住宅の全部または一
部を活用して、旅行者などに宿泊サービスを提供するこ
とを指している」。民泊に関連する法制度は、主に 3 つ
ある。①旅館業法の簡易宿所営業許可を取得する②国家
戦略特区法の認定を得る③住宅宿泊事業法の届出を行
う（図 1 を参照）。とりわけ、簡易宿所の増加により、
地域への影響は多く議論されているため、本研究では旅
館業法における簡易宿所を考察する。

ゲストハウスの特徴は宿泊料金が「低廉」、「安価」で、
多くの場合、簡易宿所営業許可を受けている（石川ら，
2014；松原，2017）について論じられたものが多く、ま
た共通した認識を示してきた。例として、①空き家を利
用して改築したゲストハウスの割合が多い（石川，
2017）②宿泊料金が 2,500 ～ 3,000 円から 3,000 ～ 4,000
円に変化している③ほぼ施設は相部屋や交流スペース
を有する④利用者の旅行形態は 1 人旅や少人数グループ
であり、食事サービスは提供なし⑤外国人観光客が多い
⑥ 20 歳から 30 歳の若年層がメイン等が挙げられる。宿
泊施設が多様化しているが、それに関する特徴を整理
し、類型化する必要がある（石川，2018；石川，2017）。
また片桐ら（2015）、関川（2017）はゲストハウスの交
流機能に着目した。さらに松原（2016）は、古民家を利
用したゲストハウスの中で、町家利用が最も多かったこ
とを指摘した。簡易宿所の分類調査に関しては、
WANG ら（2020）は京都市における簡易宿所の建物の
外観から判断して、簡易宿所を類型化（京町家と非京町
家）し、登記簿調査を通じて、所有者の特徴を明らかに
した。近藤ら（2020）は民泊を外観から古民家と非古民
家に分けて、古民家の民泊転用の潜在価値があり、現存
する古民家の滅失を抑えるなどに向けたストック活用
に貢献できると指摘した。川井ら（2018）は、空き家を
用途変更した簡易宿所があり、不動産市場での流通しに
くい京町家など木造住宅を簡易宿所に活用することで、
これらの建物の流通を促進する可能性があるが、簡易宿
所の増加により、地域住民は簡易宿所の未知性や防犯安
全面に不安を感じていることを指摘している。加登

（2020）は空き家などの遊閑資産を簡易宿所として利用
することは期待されていると指摘した上で、簡易宿所に
対する分類は京都市における民泊条例の京町家を京町
家型簡易宿所とし、それ以外がマンション型簡易宿所と
されている。加登（2020）は簡易宿所に対する住民の評
価調査を行い、簡易宿所と住民が共存するためには、住
民は管理者が簡易宿所に常駐し、町内会に参加すること
を強く望んでいることであり、マンション型簡易宿所に
対する住民の評価は、京町家型簡易宿所とは異なること
を指摘している。

COVID-19 の感染拡大で簡易宿所の実態に関する研究
としては、川井ら（2020）は、簡易宿所の廃業が、供給
過剰や京都市からの制約により、多くの簡易宿所の経営
に影響を与えていることを指摘した。また、COVID-19

図 1　民泊制度関係図
出典：国土交通省大臣官房広報課（2018）「国土交通」により筆者作成
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の影響も相まって、今後は減少のスピードが加速し、こ
の地域に貢献している個性的で小規模な簡易宿所も影
響を受ける可能性がある。その後、川井ら（2021）は京
都市都心地域の簡易宿所の廃業した後の状況を調査し
た。簡易宿所が廃業した後は、ほとんどが居住用に転用
されたり、空き家になったりしていることが指摘され
た。また、居住用に転用された建物のうち、3 割はマン
ションであり、本来居住用で使われたマンションが、簡
易宿所に用途変更された後、再び居住用のマンションに
なったとした。そして、一戸建ての簡易宿所が廃業後に
空き家になる可能性が高く、とりわけ木造住宅の簡易宿
所が廃業後に再び空き家になる可能性にも注意する必
要があると指摘した。

宿泊施設への支援政策に関しては、宿泊施設事業継続
緊急支援事業補助金があり、京都府内の旅館業法許可し
た施設が対象になっていたが、実際は感染拡大防止など
や戦略的投資支援のみを行なっていた（京都府・京都府
観光連盟，2021）。国による「GOTO トラベル」の宿泊
施設への政策支援は、宿泊料金が安い簡易宿所に対する
効果に限られた。とりわけ、京町家の簡易宿所も廃業継
続、雇用や景観維持にも影響し続けている（京都新聞，
2021b）。京都簡易宿所連盟（2021）では、COVID-19 の
流行による簡易宿所への影響や簡易宿所事業者の意見
を調査した。調査結果では、COVID-19 の流行による簡
易宿所への影響が大きいこと、事業者らは政府からの継
続的な支援を望んでいること、そして京町家の簡易宿所
が減少する可能性があることなどが述べられている。
Zhu ＆ Kang（2020）によると、民泊が直面している問
題点は 3 つである。①銀行借金の返済②労働賃金の支出
③家賃の支出であり、政府の経済面での支援を受けるこ
とを望んでいる。

以上のように、簡易宿所の特徴を論じた文献が多かっ
た。たとえば、低価格で経営主体は個人であること、コ
ミュニケーションスペースを重視していること、そして
ほとんどが古民家や京町家のような伝統的な建物を活
用したものであることなどが主な特徴であった。また、
簡易宿所と地域住民との共存は、良好な関係の構築が重
要であることがわかった。そして、簡易宿所に対する住
民の評価は、建物様式によって異なる。近年の簡易宿所
は、急増から廃業し続け、空き家を活用した簡易宿所が
再び空き家になってしまうことが懸念される。したがっ
て、本研究はこれらの先行研究と問題を一部共有しつ

つ、①京都市の簡易宿所の建物様式の特徴を総合的に把
握することによって、建物様式別の簡易宿所と地域との
関連性を明らかにする点、②建物様式別の簡易宿所が
COVID-19 の流行した後の建物用途と事業の方向性にど
のような違いがあるのかについて考察していることの 2
点において新規性と独自性を有する。

3．調査対象とアンケートの手順

京都市保健福祉局医療衛生推進室医療衛生センター
によれば、京都市内に 2021 年 4 月末まで旅館業法によっ
て許可された施設は合計 3,712 件であり、そのうち、簡
易宿所は 3,077 件、旅館・ホテル営業 635 件であった。
本研究では、旅館業法の許可を受けた「旅館業の種別」
の中で「簡易宿所」に分類されている施設を研究対象と
する。

図 2 は京都市旅館業法簡易宿所営業の新規許可件数の
推移表を示したものである。2014 年の簡易宿所新規許
可数のうち、非京町家は 54 件、京町家は 25 件で、2015
年から両者は増加傾向を示している。2016 年になると、
非京町家は 582 件、京町家の件数は 231 件となった。
2014 年から 2016 年まで、わずか 2 年間で倍増したこと
がわかる。2016 年から 2018 年での 3 年間の簡易宿所の
新規許可数が最も多かったことがわかった。そして、
2018 年から簡易宿所の新規許可件数は低下傾向が見ら
れた。それは 2018 年の住宅宿泊事業法（民泊新法）の
施行により、町家一棟貸しなどの施設に対しての「駆け
付け要件」が定められたため、事業者にとって運営する
費用が高くなり、経営困難が発生したためである（日本
経済新聞，2020）。これが簡易宿所営業の申請が減少し

図 2　京都市旅館業法簡易宿所の新規許可件数の推移図
（建物別）

出典：  京都市旅館業法許可施設数の推移（令和 2 年 11 月末日現在 速報
値）より筆者作成
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た要因の一つと考えられる。図 2 に示したように 2019
年から非京町家の件数は 675 件から 436 件に大幅に減少
した。京町家の件数はやや減っている。さらに、2020
年 COVID-19 の流行で非京町家の申請件数は、前年度
に比べると半分以下に急減し、京町家の件数の減少も目
立ってきた（図 2 を参照）。川井ら（2021）の調査によ
れば、2016 年から 2020 年までで、廃業が 29 件、23 件、
86 件、171 件、580 件と 2018 年以降増えてきている。

表 1 は本調査の調査概要一覧表を示したものである。
2016 年から 2018 年この 3 年間の間に簡易宿所新規許可
施設件数が最も多かった。COVID-19 の流行の影響を最
も受けた簡易宿所の状況を把握するため、2016 年から
2018 年まで 3 年間の許可を受けた京都市都心 4 行政区

（上京区・中京区・下京区・東山区）の簡易宿所を選択
した。

調査方法はアンケート用紙を用いた郵送調査である。
郵送した封筒の中身は、依頼文（A4 用紙 1 枚）、アンケー
ト（A3 用紙 1 枚）、返信用料金受け人払い封筒（1 通）
である。当初に配布したアンケートの中には、郵便受け
がなかったことにより宛名不明となって返送されたも
のがあったため、配布の途中段階で事前に「施設名称」
を用いたインターネットや Google Street View での検
索を通じて、簡易宿所の郵便受けの有無の確認を行っ
た。そして、最後配布した件数は 1,063 となり（2021 年
7 月 2 日）、7 月 31 日消印分まで回収した。最終、合計
144 の回答票を回収した。宛名不明などで返送されたも
の（198 件）を除いた 919 件を分母にすると、回収率は
16.6％であった。COVID-19 の流行で事業者や管理者は
常に施設に行くことが困難な面もあり、回収率が低く
なったと推測される。

表 1　調査概要
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本調査は5つの項目で構成されている。第1項目では、
宿泊施設の基本状況をまとめる。建物の改築状況、改築
する前の用途、建物様式、施設の部屋タイプ、面積、客
室数、最大宿泊人数、宿泊料金、 渡し状況、食事サー
ビスや相部屋、コミュニケーションスペース、喫煙ス
ペースの有無である。第 2 項目では、宿泊者の特徴を集
計する。来訪方向、年齢層、旅行形態の 3 つである。第
3 項目では、地域との関係についての項目である、開業
の際に事前説明の有無、町内会への参加の有無、管理者
の常駐の有無、宿泊者へ地域魅力情報の発信である。第
4 項目では、経営上困ることの度合いに関するもの、8
つの質問と 1 つの自由記述である。「まったく困ってい
ない」、「あまり困っていない」、「やや困っている」、「と
ても困っている」の 4 つの尺度を用意した。必要な政策
の度合いに関するものは京都市簡易宿所連盟（2021）の
調査項目を参照した。前者と同じく 7 つの問いと 1 つの
自由記述である。「まったく重要ではない」、「あまり重
要ではない」、「やや重要」、「とても重要」の 4 つ尺度を
設けた。さらに、COVID-19 の流行の影響による宿泊料
金の変更状況、事業の方向性である。行政の補助と経営
方針第 5 項目では、事業者の基本情報である。先行研究
の石川ら（2014）のアンケートの調査項目の一部を参照
した。これ以降では、主に上記 5 つの項目の調査データ
を分析する。

4．調査結果

4.1．簡易宿所の特徴
本研究は回収された回答票に基づいて、簡易宿所の特

徴を把握した（表 2 を参照）。簡易宿所の建物の改築状
況について、改築されたものが 86.1％（124 件）で、新
築は 13.9％を占めている。建物様式について尋ねたとこ
ろ、京町家 1）の施設は 91 件であり、全体の 6 割以上を
占め、非京町家 2）では 34.7％（50 件）を占めた。つまり、
今回の分析対象とされた施設の中に、京町家の割合が大
きいことがわかった。簡易宿所の建物用途変更状に関し
ては、簡易宿所として用途変更される前は、「住宅」だっ
たものの割合が大きく、78.5％であった。次いで「店舗」

（13.9％）と「空き家・空き地」（9％）であった（表 3
を参照）。簡易宿所の部屋タイプは複数選択であり、和
式（83.3％）と洋式（56.3％）を回答した割合が大きい。
これは、今回回収された施設の中で京町家が多かったこ

表 2　簡易宿所の特徴
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表 3　簡易宿所の用途変更状況
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とが原因で、和式の部屋が多かったと考えられる（表
4 を参照）。

表 5 に示したように簡易宿所の平均面積は 114.7㎡で
あり、平均の客室数は 3 つである。COVID-19 の流行す
る前の経営状況について尋ねたところ、1 人 1 泊素泊ま
りの平均宿泊料金は 10591.9 円であった。先行研究の石
川（2017）で示されたゲストハウスの素泊まりの宿泊料
金と比較すると、高いが明らかになった。また、6 割以
上は京町家施設のため、建物様式と宿泊料金との関連性
があると推測される。

続いて、簡易宿所に宿泊者が宿泊する際には対面で
を渡しているかどうかについては、7 割（75％）以上の
施設は対面で を渡しており、反対に対面で を渡さな
い施設は少数であった。これは非京町家の施設、例えば、
共同住宅の簡易宿所であれば、電子キーや郵便受けに
を入れる形で を渡しているからであると推測される。
食事サービス提供の有無については 77.1％（111 件）の
施設が提供しておらず、食事サービスを提供している施
設は 22.2％（32）であった。また、食事サービスの提供
なしと回答した簡易宿所に対して、宿泊客は主な食事場
所も尋ねた。その結果は 7 割（82 件）あまりが宿泊施
設周辺の飲食店を利用しており、それ以外の約 3 割（21
件）はコンビニ・スーパーのなどを利用していることが
わかった（表 6 を参照）。このことより、簡易宿所周辺
の地元の飲食店など企業が協力して観光消費を促進の
観光を整えれば、その利益を共有することができる可能
性がある（東，2020）。

相部屋の有無について、「ない」と回答した件数は

130 件で、全体の 90.3％を占めている。また 6 割（92）
以上の簡易宿所施設はコミュニケーションスペースが
ないと回答している。地域居住者と簡易宿所の共存に向
けて、簡易宿所に対して求めている要望の一つは喫煙と
防災完備（加登，2020）であるが、今回の簡易宿所の中
で喫煙スペースがある簡易宿所は 37 件、全体の 25.7％
を占めていた。

ゲストハウス簡易宿所は食事サービスを提供してい
ないため、素泊まりの宿泊料金は安くなる。一方、京町
家簡易宿所でも食事サービスの提供なしで、宿泊料金は
高価であることがわかった。この点は、先行研究（石川，
2017）と異なる部分がある。前者はコミュニケーション
スペースを重視していること、多数の施設は相部屋を設
置することであったが、本調査における簡易宿所の特徴
では、9 割以上の施設は相部屋を設置しておらず、6 割
以上の施設でコミュニケーションスペースがなかった。

4.2．簡易宿所の利用者の特徴
この節では、簡易宿所の宿泊者の特徴についての結果

を表 7 に示している。まずは、COVID-19 が流行する以
前の、宿泊者の来訪方向について尋ねたところ、海外か
らの宿泊者が多かった、全体の 70.1％（101 件）を占め
ていた。次いでは京都府外全体 25.7％（37 件）であった。
利用者の年齢層については、30 代～ 40 代の割合が高く、
全体の 7 割（75.7％）以上であった。旅行形態は 4 人旅

（41.7％）と 2 人旅（34.7％）を回答した施設が多かった。
今回の調査における簡易宿所は京町家の施設が多く、宿

表 7　宿泊者の特徴

3 2.1
2 1.4
37 25.7
101 70.1
1 0.7

144 100

10 20 9 6.3

30 40 109 75.7

50 26 18.1
144 100

1 12 8.3

2 50 34.7

3 22 15.3

4 60 41.7

144 100

表 5　簡易宿所の基礎情報

114.7

3.5

10.1

( ) 10591.9

表 6　宿泊客主な食事場所

79.6%

15.5%

2.9%

1.9%
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泊料金は先行研究石川（2017）と比べて比較的高いため、
一定の資金力を持つ人が利用していることが推測でき
る。

4.3．簡易宿所の事業者の特徴
事業者の特徴に関しては、まず経営主体について、個

人経営が 76 件で全体の 52.8％を占め、会社経営は 68 件
で 47.2％を占めていた（表 8 を参照）。簡易宿所の経営
主体は以前は個人経営の方が多かったが、近年、会社経
営の方が増加する傾向が見られる（石川，2018）。同じ

行政区内での宿泊施設経営数は 1 軒と回答した件数が多
く、63 件あり、全体の 43.8％を占めた。簡易宿所事業
開業動機と目的に関しては、「現金収入・利益獲得」と
回答した割合（72.5％）が最も多かった。次いで、「旅
行者とのコミュニケーション」（49.3％）と「伝統的建
築物の保存と活用」（45.1％）であった（図 3 を参照）。

また、簡易宿所として用途変更する前、土地や建物の
所有状況について尋ねたところ、土地を他人が所有して
いた件数は 70 件であり、全体の 48.6％を占める。建物
の所有状況と土地の所有状況を見ると、どちらも開業す
る前に建物や土地を所有していない者が多く、他人から
購入した件数は 68 件であり、全体の 47.2％を占めた。
このアンケートを回答した者の属性については、事業者
と回答した件数が 91 件で、全体の 63.2％を占める（表
9 を参照）。

表 8　経営主体の特徴

68 47.2

76 52.8

144 100

図 3　開業動機

5.6%
28.9%
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34.5%
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72.5%
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表 9　簡易宿所の所有状況と回答者属性

70 48.6

68 47.2

6 4.2

144 100

68 47.2

69 47.9

7 4.9

144 100

91 63.2

53 36.8

144 100

表 10　地域との関係情報

11 7.6
132 91.7
1 0.7

144 100
17 11.8
126 87.5
1 0.7

144 100
113 78.5
24 16.7
7 4.9

144 100
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4.4．簡易宿所と地域の関係
簡易宿所と地域の関係については、開業する際には事

前説明の状況と町内会参加状況、管理者の常駐状況など
の方面から検証したい（表 10 を参照）。まず、簡易宿所
を開業する前には施設周辺の住民に事前開業説明を行
うことが必要である。このことについて尋ねたところ、
9 割（91.7％）以上の簡易宿所は、開業する前に事前説
明を行ったことがわかった。一方、少数の簡易宿所は事
前説明を行っていなかった。

次に、当簡易宿所が所属している町内会に参加したこ
とがどうかについては、参加したことがあると回答した
件数は 126 件であり、全体の 87.5％を占めた。参加した
ことがない割合は 11.8％となった。参加したことがある
者に対しては、町内会に参加する内容についても尋ね

た。町内会に参加した内容のうち、「町会費の支払い」
（94.4%）と回答した施設が最も多く、次いで、「お祭り
に参加」（44.8%）、「町内会の会議や総会に参加」（29.4%）、

「普段の町清掃や環境活動」（28%）や「防災活動」（26.6%）
などが多かった（図 4 を参照）。町内会に参加したこと
がないと回答した施設に対して聞いた、参加しない理由
としては、「常に常駐していないため」（33.3％）と「関
心や興味を持っていない」（26.7％）という選択する割
合が大きかった（図 5 を参照）。

また、管理者の常駐状況については、施設の近隣に管
理者が常駐している件数が 113 件あり、全体の 78.5% を
占めていた。管理者が該当施設に住み込みの件数は 24
件で、全体の 16.7％を占めた（表 10 を参照）。加登（2020）
によると、これは地域居住者が簡易宿所に対する要求の

図 5　町内会に参加しない理由

6.7%

6.7%

13.3%

13.3%

26.7%

33.3%

図 6　地域魅力発信方法

11.3%

24.1%

39.0%

43.3%
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SNS

図 4　町内会に参加する内容

5.6%

26.6%

28.0%
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一つである。管理者の常駐することに関しては、今回の
調査では、ほとんどの簡易宿所が基準を満たしていた。
そして、「どのような手段で宿泊者に地域の魅力を発信
しているか」を尋ねたところ、「施設周辺のグルメマッ
プを自作している」との回答が最も多かった（68.1％）。
次いで、SNS への周辺観光情報の発信を自作している

（43.3％）。ほとんどの簡易宿所は施設周辺のグルメマッ
プや観光情報など、自作の形で宿泊者に地域情報をア
ピールしている（図 6 を参照）。これは、ある程度、地
域経済にポジティブな影響を与えているといえる。

4.5．簡易宿所の経営状況
COVID-19 の流行で、観光産業にも大きな影響が出て

いる。とりわけ宿泊産業では、旅館活動が制限され、宿
泊のニーズが大幅に減少したため、多くの宿泊施設が営
業停止に陥るなどの事態が発生した。本研究の調査で
は、COVID-19 の流行している期間中に、簡易宿所を経
営していく上で困っていることを 4 つの尺度に分類し
た。まったく困っていない、あまり困っていない、やや
困っている、とても困っているという 4 つである。表
11 は現在の簡易宿所の経営に関する困っていることの

度合いの一覧表を示している。
現在、簡易宿所を経営している上で困っていることの

度合いの結果に関しては、「とても困っている」という
回答の理由は、「宿泊客がいない」（81.3％）、「コロナで
休業」（54.2％）、「個人への助成金がない」（39.6％）な
どであったことが明らかになった。COVID-19の流行で、
観光客は急減していることがわかった。それに伴い、宿
泊のニーズが減少し、簡易宿所の廃業が相次いだ。しか
し、宿泊施設に対する政府からの支援はほとんどなく、
特に個人事業者は大きな困難を抱えている。この点に関
しては自由記述式の「その他」における個人事業者への
支援、宿泊施設への給付金や維持・修繕費用がないなど
の回答から明らかである。個人事業者に対する資金面の
支援はないということであった。

また、簡易宿所として受けたい支援策としては、「持
続的な補助金の支援」（70.8％）、「宿泊税の徴収の一時
停止」（59.0％）、「宿泊施設の公共料金の減免」（56.3％）
などが最も重要であった（表 12 を参照）。これは、京都
市簡易宿所連盟の調査結果と同じであった。「その他」
を回答した件数は 6 件、「やや重要」と回答したのは、「あ
きらめて、他の事業へ挑戦支援」が 1 件、「とても重要」

表 11　現在経営に関する各困っていることの度合い一覧表

38 26.4 38 26.4 28 19.4 26 18.1 14 9.7 144 100

2 1.4 3 2.1 20 13.9 117 81.3 2 1.4 144 100

42 29.2 21 14.6 21 14.6 43 29.9 17 11.8 144 100

30 20.8 14 9.7 37 25.7 53 36.8 10 6.9 144 100

42 29.2 20 13.9 30 20.8 36 25 16 11.1 144 100

30 20.8 24 16.7 42 29.2 38 26.4 10 6.9 144 100

31 21.5 7 4.9 26 18.1 57 39.6 23 16 144 100

17 11.8 4 2.8 30 20.8 78 54.2 15 10.4 144 100

(%)

表 12　現在政府から受けたい施策の度合い一覧表

23 16 13 9 29 20.1 67 46.5 12 8.3 144 100

6 4.2 7 4.9 23 16 102 70.8 6 4.2 144 100

8 5.6 17 11.8 24 16.7 85 59 10 6.9 144 100

7 4.9 14 9.7 29 20.1 81 56.3 13 9 144 100

12 8.3 20 13.9 25 17.4 74 51.4 13 9 144 100

22 15.3 27 18.8 22 15.3 53 36.8 20 13.9 144 100

24 16.7 20 13.9 18 12.5 67 46.5 15 10.4 144 100

(%)
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と回答した件数は 5 件であり、その他に以下のような回
答があった。例えば、「企業には雇調金の制度があるが、
個人にはない、何らかの制度や支援が必要」、「飲食店の
ように、休業したら 1 日 6 万円もらえるような制度がほ
しい。宿泊所が休業対象ではないため。休業しても 1 円
ももらえない」のような回答があった。政府によって簡
易宿所への支援を行う余地がまだ多く残っていること
は明らかであり、各業界に対する支援や補助などが公平
に行われることが望しいとわかった。

そして、COVID-19 の流行により簡易宿所の経営状況
を尋ねたところ、約 7 割（69.1％）の簡易宿所の宿泊料
金は安くなっていたが、83.3％（120 件）の簡易宿所は
事業持続を希望していることがわかった（表 13 を参照）。

「事業転換」を選択した簡易宿所に対して、「事業転換の
方向性」については、「長期的な賃貸住宅」が 29％（7 件）、

「売買」が 25％（6 件）、「その他」が 26％（7 件）、「飲
食店」が 4.2%、「シェアハウス・オフィス」が 4.2% で
各 1 件、「無回答」は 8% で 2 件であった（図 7 を参照）。

5．簡易宿所と各特徴との関連性の検定

建物様式によって簡易宿所の特徴も異なると考えら
れる。それを検討するため、クロス集計とカイ 2 乗検定
を行った。表 14 はカイ 2 乗検定が有意であったものの
結果を示している。まず、建物状況に関しては、改築し
た簡易宿所が多かった。そのうち、京町家の方が多くを
占めた。続いて、簡易宿所の建物様式とコミュニケー
ションスペースの有無について関連性の結果では、有意
な結果が得られた。京町家の方が非京町家よりコミュニ
ケーションスペースなしの回答が多かったと解釈でき
る。そして、喫煙スペースの有無に関しては、有意差が
認められた。よって京町家より、非京町家の方が喫煙ス
ペースを設置する割合が大きいといえる。

次いで、簡易宿所の建物様式別で、地域との関係の要
因の関連性について、「管理者の常駐状況」が有意な結
果であった。京町家の施設の近隣に管理者を常駐させて
いると回答した割合が約 9 割であるのに対し、非京町家
は、建物に住み込みの割合が多かったことがわかった。
一方、「開業の事前説明」と「町内会に参加した状況」
については、p 値は 5％より大きく、有意差が認められ
なかった。これは建物様式とこの 2 つの要因との関連が
ないことを意味する。

また、現在簡易宿所を経営していく上で困っているこ
とに関しては、「融資の申請」に有意差が認められた。
非京町家は「とても困っている」と回答した件数が 16
件（36.4％）あり、京町家は「まったく困っていない」（26
件）と「あまり困っていない」（28 件）と回答した件数
が多かったことがわかった。続いて、政府から受けたい
政策との関連について検定の結果は、「徴収された宿泊
税の還元」が非京町家にとって重要であることがわかっ
た。そして、「新規宿泊施設の参入一時停止」に関しては、
有意差があった。京町家の簡易宿所にとっては新規宿泊
施設の参入の一時停止が「とても重要」（45.1％）であり、
非京町家では「とても重要」と回答した件数は 15 件

（37.5％）であったことがわかった。
そして、建物様式別に施設の特徴の差異を検討するた

めに、面積や客室数、最大宿泊人数、宿泊料金の各尺度
得点について t 検定を行った（表 15 を参照）。その結果、
客室数（t=-3.248, df=138, p ≺ .001）と最大宿泊人数（t=-
3.626, df=138, p ≺ .001）について、平均値をみると、京
町家よりも非京町家の方が多かった。宿泊料金（t=4.393, 

表 13　経営状況

100 69.4
1 0.7
42 29.2
1 0.7

144 100.0
24 16.7
120 83.3
144 100.0

図 7　事業転換の方向性
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表 14　建物様式との関連要因のクロス集計

N N N

35 70.0 87 95.6 122 86.5 0.01**

15 30.0 4 4.4 19 13.5

96.05.52632.42220.8241

36 72.0 69 75.8 105 74.5

38.06.870118.77070.0804

10 20.0 20 22.2 30 21.4

5 10.0 6 6.7 11 7.9 1.091 0.69

0 0.0 1 1.1 1 0.7

45 90.0 83 92.2 128 91.4

*20.02.56295.27660.2562

24 48.0 25 27.5 49 34.8

27 54.0 79 86.8 106 75.2 0.01**

23 46.0 12 13.2 35 24.8

615.09.7116.662.015

44 89.8 85 93.4 129 92.1

571.01.21719.880.819

41 82.0 82 91.1 123 87.9

31 62.0 81 89.0 112 79.4 16.989 0.01**

17 34.0 6 6.6 23 16.3

2 4.0 4 4.4 6 4.3

11 25.0 26 31.3 37 29.1 11.33 0.01*

9 20.5 28 33.7 37 29.1

8 18.2 20 24.1 28 22.0

16 36.4 9 10.8 25 19.7

5 11.6 7 8.2 12 9.4 9.027 0.03*

3 7.0 16 18.8 19 14.8

14 32.6 11 12.9 25 19.5

21 48.8 51 60.0 72 56.3

11 27.5 11 13.4 22 18.0 8.076 0.04*

11 27.5 15 18.3 26 21.3

3 7.5 19 23.2 22 18.0

15 37.5 37 45.1 52 42.6

*10.05.74760.65150.2361

34 68.0 40 44.0 74 52.5

*30.03.61320.11010.6231

37 74.0 81 89.0 118 83.7

*p<0.05,**p<0.01 5 2

 ( )

表 15　建物様式別の平均値と標準偏差及び t 検定の結果
t  ( )

80 106.48 128.81 -0.893 119 0.37

41 131.01 167.62 -0.821 64.868 0.42

91 2.48 1.78 -3.248 138 .001**

49 4.18 4.38 -2.606 56.679 0.012

91 7.07 5.06 -3.626 138 .001**

49 13.49 15.47 -2.827 53.598 0.007

( )
85 13013.12 9010.36 4.393 132 .001**

49 6703.45 5851.18 4.906 130.054 .001
*p<0.05, **p<0.01

m2

)
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df=132, p ≺ .001）について、平均値を見たところ、非京
町家よりも京町家の方が有意に高くなっている。これは
多くの京町家の簡易宿所は一棟貸しているため、宿泊料
金は高くなっているだろう。面積については、建物様式
別の有意差は認められなかった（t=0.893, df=119, n.s.）。
京町家の簡易宿所の宿泊料金は、非京町家の宿泊料金よ
りも高かった。また、客室数も少なく、建物の面積も小
さい。非京町家よりも京町家の簡易宿泊の宿泊料金が高
い理由は、多くの京町家がブランドを活かして小規模な
建物を一棟貸しにしており、宿泊料金が高くなるためだ
と考えられる。

簡易宿所の経営主体が個人の場合、非京町家と回答し
た件数は 34 件（68.8％）を占めた。会社の方が京町家
の簡易宿所を経営している割合が多いことが解釈でき
る。つまり、近年は京町家の簡易宿所に投資する会社の
割合が増えている傾向にあると考えられる。COVID-19
の流行による簡易宿所の建物様式と事業の方向性につ
いて関連性に有意な結果が得られた。京町家の方が非京
町家より簡易宿所の事業を継続したいとの回答が多
かったと解釈できる。

さらに、経営主体別で宿泊施設のコミュニケーション
スペース有無との関連性を見たところ、有意な結果が得
られた（χ2=16.127, df=1, p ≺ .01）。この結果と図 8 を
合わせてみると、個人経営者の方が会社経営者よりコ
ミュニケーションスペースがある件数が多いと解釈で
きる。

そして、簡易宿所事業方向性との関連要素を見たとこ

ろ、町内会への参加状況と管理者が常駐しているかどう
かについての関連性には有意な結果が得られた（表
16 を参照）。簡易宿所の事業を継続する施設は事業転換
する施設より、施設に所属している町内会によく参加し
ていると解釈できる。地域住民らが重視していることは
管理者が常駐しているかどうかということであり、こう
した風潮を受けてか、事業継続したい者は、事業転換し
たい者よりも管理者を近隣に常駐されてしていること
がわかった。

6．まとめ

本研究では、京都市都心 4 行政区における 1,063 件の
旅館業法に基づく簡易宿所を対象にアンケートを送付
し回収できた 144 件を分析対象として建物様式別に分類
した上で簡易宿所の特徴を考察した。そして、カイ 2 乗
検定により、簡易宿所の特徴と事業の方向性は建物様式
によって異なるということを明らかにした。

まず、非京町家よりも京町家の簡易宿所の宿泊料金が
高い理由は、多くの京町家がブランドを活かして小規模
な建物を一棟貸しにしており、宿泊料金が高くなるため
だと考えられる。京町家の簡易宿所は客室数が少なく、
最大宿泊人数が少ないという分析結果であったことか
ら、小さなものを高く貸しているのだと考えられる。こ
れを反映して、コミュニケーションスペースについて
は、京町家よりも非京町家に相対的に多く見られた。

また、COVID-19 の流行の影響による今後の事業の方
向性については、京町家の簡易宿所は非京町家の簡易宿
所よりも簡易宿所の事業を継続する傾向が見られた。簡
易宿所の経営主体に関しては非京町家の方の個人経営
者が多かった。一方、京町家では会社を経営しているこ
とが多かった。いずれも町内会に参加し、簡易宿所の周
辺に管理者が常駐している。京町家の施設は管理者が近
隣で常駐している割合が多く、非京町家の施設は管理者
が施設の建物に住み込みをしている。さらに、簡易宿所
の事業を継続したいと考えている施設は、地域住民との
関係を重視していると考えられる。

そして、現在 COVID-19 の流行により、簡易宿所を
経営していく上で困っていることに関しては、「コロナ
の休業」と「宿泊客がいない」ということであった。そ
の他に関しては、個人の簡易宿所事業者に対する補助金
もなかった。簡易宿所が政府から受けたい最も重要な項

図8　経営主体とコミュニケーションスペースとの関連性

表 16　事業方向性との関連要素のクロス集計

N % N % N %

8 33.30 9 7.60 17 11.90 0.01**
16 66.70 110 92.40 126 88.10

16 66.70 97 80.80 113 78.50 5.591 0.05*

8 33.30 16 13.30 24 16.70

0 0.00 7 5.80 7 4.90

*p<0.05,**p<0.01 5 2

 ( )
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目は、「持続的な補助金の支援」、「宿泊施設の公共料金
の減免」、「宿泊税の徴収の一時停止」であることがわ
かった。これは、京都市簡易宿所連盟（2021）が実施し
た結果と合致していた。京都市の宿泊施設はすでに飽和
状態にあると考えれば、COVID-19 の流行の影響により
優勝劣敗の段階に入ったと言えるのかもしれない。

本研究は多様化する簡易宿所の建物様式からその特
徴を考察したが、将来的には会社の類型からその特徴を
論じる可能性もある。簡易宿所を経営している会社が増
えているが、海外の会社が京町家の簡易宿所を経営して
いる例は少ない。これらの会社が所有している簡易宿所
の類型は、会社によって異なると考えられる。今後、地
域住民との共存を図るためには、会社別で経営されてい
る簡易宿所の類型と地域住民との関係を含め、経営に対
する考え方を考察する必要がある。

注釈
1）京都市京町家の保全及び継承に関する条例（京町家条例）

における京町家の定義を参照したうえで、木造長屋も含める。
2）非京町家とは、京町家以外の建物と指す。その中、共同住

宅やマンション、ビルなどの建物を含める。
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